
 

 
資料３ 

基幹型臨床研修病院の新規指定に係る申請状況について 

 

基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする場合は，臨床研修を開始しようとする年度

の前々年度の１０月３１日までに，都道府県知事に指定申請書を提出しなければいけない

とされている。（「医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修に関する施行について（平成１５年６

月１２日付け医政発第 0612004 号）」） 

 

●令和２年度新規指定申請・・・１件（令和２年１０月２０日現在） 

申請者：登米市立登米市民病院 

主なチェック項目 指定基準 登米市民病院 

年間入院患者数 ３，０００人以上 △ ２，９２９人 ※別紙参照 

症例数 

（基幹型病院＋協力病院） 

救急部門 5,000 件以上 

分娩数 350 件又は研修医又は

研修医１人あたり 10 件以上 

 

〇 

救急部門 5, 000 件以上 

分娩数 350 件以上 

臨床病理検討会 適切に開催していること △ 今後開催予定 

医療安全管理体制 安全管理部門を設置 〇  

指導医数 研修医５人に対し１名以上 〇  

 

●今後の流れ（予定） ※認定可能と想定した場合 

～１１月 書類審査 

  登米市民病院が臨床研修病院としての基準を満たしているか，予定している研修プロ

グラムが基準を満たしているかを審査。 

１２月 実地調査 

  医師臨床研修審査専門員による専門的視点からの調査をメインに行う。 

１月 臨床研修病院協議会，地域医療対策協議会 

  登米市民病院の新規指定について協議。 

～Ｒ２年度末 認定 

  臨床研修病院指定証を交付。 

Ｒ３度６月以降 研修医募集開始 

Ｒ４年度４月 研修開始 

 

（参考）現在の県内基幹型臨床研修病院数・・・１８病院 

東北大学病院，東北医科薬科大学病院，みやぎ県南中核病院，東北労災病院，JCHO 仙台病院，仙台厚生

病院，東北公済病院，仙台医療センター，仙台オープン病院，仙台市立病院，仙台赤十字病院，仙台徳洲

会病院，坂総合病院，総合南東北病院，大崎市民病院，栗原市立栗原中央病院，石巻赤十字病院，気仙沼

市立病院 
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医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について（平成１５年

６月１２日付け医政発第０６１２００４号）【抜粋】 

 

 

第２ 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準 

４ 臨床研修病院の指定の申請  

(1) 基幹型臨床研修病院の指定の申請  

ア 基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始しようと

する年度の前々年度の 10 月 31 日までに、当該病院に関する指定申請書（様式１）を 

当該病院の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならないこと。 

 

５ 臨床研修病院の指定の基準  

(1) 基幹型臨床研修病院の指定の基準  

都道府県知事は、基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指定の 

申請があった場合において、当該病院が次に掲げる事項に適合していると認めるときでな 

ければ、基幹型臨床研修病院の指定をしてはならないこと。 

ア 臨床研修省令第２条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを有 

していること。  

イ 医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第 19 条第１項第１号に規定する員数 

の医師を有していること。  

ウ 救急医療を提供していること。  

エ 臨床研修を行うために必要な症例があること。  

オ 臨床病理検討会（ＣＰＣ）を適切に開催していること。  

カ 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。  

キ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。 

ク 研修管理委員会を設置していること。  

ケ プログラム責任者を適切に配置していること。  

コ 適切な指導体制を有していること。  

サ 研修医の募集定員が、研修医の適正配置の観点から適切であること。  

シ 受け入れる研修医の数が、臨床研修を行うために適切であること。   

ス 研修医の募集及び採用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであること。  

セ 研修医に対する適切な処遇を確保していること。  

ソ 協力型臨床研修病院として研修医に対して臨床研修を行った実績があること。  

タ 協力型臨床研修病院、臨床研修協力施設（病院又は診療所に限る）と連携して臨床研 

修を行うこと。  

チ 臨床研修病院群を構成する関係施設相互間で緊密な連携体制を確保していること。  



2 

 

ツ 協力型臨床研修病院として共同して臨床研修を行う病院が、５(2)の協力型臨床研修 

病院の指定の基準に適合していること。  

テ 臨床研修を行うために必要な診療科を置いていること。  

ト 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。ただし、共同して臨床 

ナ 第三者による評価を受け、その結果を公表することが強く推奨されること。  

ニ 医療法第 30 条の 23 に基づき地域医療の確保のための協議や施策の実施に参加する

よう都道府県から求めがあった場合には、これに協力するよう努めること。  

 

８ 臨床研修病院指定証の交付  

都道府県知事は、臨床研修病院を指定した場合にあっては、当該指定を受けた病院に対し 

て臨床研修病院指定証を交付するものとすること。 

 

25 臨床研修に関する地域医療対策協議会  

(1) 都道府県は、地域における研修医の確保、臨床研修の質の向上を図るため、地域医療対 

策協議会を開催し、関係者が協議する場とすること。  

(2) 地域医療対策協議会の構成員については、「地域医療対策協議会運営指針について」 

（平成 30 年７月 25 日付け医政発 0725 第 15 号厚生労働省医政局長通知）を参照とす

ること。  

(3) 地域医療対策協議会は、以下の項目について協議、検討すること。  

ア 地域における臨床研修の質の向上に関すること。  

イ 地域における研修医の確保に関すること。  

ウ 地域における研修医の募集定員の設定に関すること。  

エ 地域における指導医の確保、養成に関すること。  

オ 地域における臨床研修病院群の形成に関すること。  

カ 臨床研修病院の指定や取消に関すること。  

キ 地域密着型臨床研修病院の認定に関すること。 

 

第３ 当面の取扱い 

２ 基幹型臨床研修病院の指定の基準について 

(2) 都道府県知事は、新たに基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院が、前述第２ 

の５(1)エの基幹型臨床研修病院の指定基準を満たさない場合でも、入院患者の数が年間 

2,700 人以上である場合には、個別の実地調査等を行い、適切な指導体制が確保され、か 

つ、研修医が基本的な診療能力を修得することができることなど、良質な研修についての 

評価を含め、指定の可否を判断するものであること。このため、これに該当する病院は、 

前述第２の４(1)アに定める期日の 10 ヶ月以上前に別に定める実地調査の申込書を管轄

する都道府県に提出すること。 
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